
０．はじめに

本論文では，山崎・佐々木・内田・勝間・松本（２０１１）で紹介された予防教育におけるベース総合教育の４つ

の構成上位目標の１つである「向社会性の育成」において，この上位目標のもとで行われる教育が何を目指すの

かについて論じる。さらに，その下層に設定される中位目標，下位目標，操作目標のそれぞれを提示し，それら

の目標がどのような理由から設定されたのかについて，またそれらの目標の関連についてもあわせて論じる。そ

の上で，小学校３年生から中学校１年生にかけて，それらの教育目標に関する授業がどの学年で実施されるのか

について紹介を行う。

なお，この予防教育全体は「『いのちと友情』の学校予防教育」（TOP SELF : Trial of Prevention School Edu-

cation for Life and Friendship）と呼ばれる（山崎他，２０１１）。

１．向社会性の育成で目指すこと

東日本大震災の後，全国各地から，さらには他国から多くの援助が被災地に対して行われた。その援助は，現

地で行うがれき撤去や医療活動，専門的な情報提供，大規模な義捐金から個人が行う募金まで様々な形のものが

みられた。阪神・淡路大震災でボランティア活動が盛んに行われ関心を集めて以降，災害や事故が起こるたびに

様々な形のボランティア活動が行われ注目を集めている。しかしながら，私たちはそのような災害に直面したと

きだけではなく，日常的にも多かれ少なかれ他者への援助を行っている。災害時のように多くの時間と労力をか

けて他者を援助することは少ないとしても，席を譲る行為や，次に通る人のためにドアを開けておく行為，落し

物をしたことを知らせる行為など，あまり意識することもないような援助行動を多くの人は日常的に行っている

といえる。

このような他者を援助する行動のことを心理学では向社会的行動（prosocial behavior）と呼び，その行動が

発生する過程について多くの研究が行われてきた。一方で，向社会的行動を頻繁に行う者もあれば，めったに行

わない者もあり，その個人差についても研究が重ねられてきた。このような向社会的行動に関する個人差を生み

出す個人の傾向を一般的に向社会性（prosociality）と呼ぶ。つまり，「向社会性の育成」という上位目標で目指

されるものは他者への援助を頻繁に行うような傾向を身につけることであるといえる。

向社会的行動を頻繁に行う者，つまり向社会性の高い者は，周囲の人々との関係性を良好に形成することがで

きると考えられ，社会生活を送る上で適応的であると予想される。実際に向社会的行動が個人的，社会的適応に

関する予測因となることや（Caprara, Barbaranelli, Pastorelli, Bandura, & Zimbardo, ２０００; Caprara & Pas-

torelli,１９９３），青年期を通して，うつの経験や問題行動を予防し，学業成績を高め維持すること（Bandura, Bar-

baranelli, Caprara, & Pastorelli,１９９６; Bandura, Caprara, Barbaranelli, Pastorelli, & Regalia,２００１; Bandura,

Pastorelli, Barbaranelli, & Caprara, １９９９; Caprara et al., ２０００）が明らかになっており，小中学生における向

社会性の育成がその後の心理的適応にとって重要であることがわかる。
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２．上位目標を構成する中位目標

� 上位目標を構成する３つの中位目標

向社会的行動がどのような内的プロセスを経て実行されるのかについては，これまでに様々なモデルが提示さ

れ，改良を重ねられてきた。最も初期のものでは，Latane & Darley（１９７０）の認知的判断モデルが挙げられる。

このモデルは５段階からなる意思決定モデルであり，事態に遭遇した人が被害者を援助する際には�危機的な状
況に気づき，�その状況を緊急事態であると解釈し，�責任感を持ち，�成功するために必要なスキルを持って
いると信じ，�助けるという決定を行うという５つのステップのそれぞれにおいて，介入を行うという決定がな
されて援助が行われると仮定している。このモデルは緊急事態での援助行動のみに焦点をあてたものであり，一

般的な向社会的行動の生起を説明できないという点や，Piliavin, Dovidio, Gaertner, & Clark（１９８１）が指摘す

るように，感情の影響を十分に考慮していない点で十分ではないといえる。しかしながら，注意から始まり行動

に至るという大きな流れはその後のモデルにおいても共通するものとなっている。

その後提案された意思決定モデルは感情喚起の影響について考慮するとともに，より多様な要因が組み入れら

れている（Bar−Tal,１９７６; Coke, Batson, & McDavis,１９７８; Eisenberg,１９８６; Piliavin et al.,１９８１; Schwartz

& Howard, １９８１；高木，１９８５；Weiner，１９８０）。これらのモデルの中でも Eisenberg（１９８６）のモデルでは向社

会的行動に関連するほとんどの要因が組み入れられ（菊池，１９９８），それらの関係も的確に表現しているとされ

る（松崎・浜崎，１９９０）。この Eisenberg（１９８６）のモデルは向社会的行動の起こる内的プロセスを大きく３つの

段階に区分している。第１は他者の要求への注意の段階，第２は動機づけの段階，第３は意図と行動のつながり

の段階である。その他のモデルについても，取り入れられている要因やそれらの関係，流れは異なるものの，注

意，動機づけ，行動の３つの段階から構成されているものが多い。

この３つの段階から向社会性を育成する上でどのような目標設定を行うべきかについての示唆を得ることがで

きる。向社会的行動が行われる際には，これらの段階のすべてで向社会的行動の実行へと向かう反応が必要であ

るため，これらの段階のうちいずれかで向社会的行動の実行とは異なる方向への反応が起こった場合には向社会

的行動は行われない。このことは一方で，これらの段階において向社会的行動が行われない方向への反応を防ぐ

ことは，向社会的行動が望まれる事態において，向社会的行動が行われる頻度を高めることにつながるため，結

果的に向社会性を高めることになるといえる。

以上のことから，上位目標「向社会性の育成」を達成するための中位目標として，以下の３つが設定された（Ta-

ble１）。１つ目は「向社会的行動を行う上で必要な認知や判断を行うことができる」であり，向社会的行動が行

われるまでの内的プロセスの中の注意の段階に対応するものである。２つ目は「他者の感情や外的状況を認識し，

向社会的行動につながるような感情が喚起される」であり，向社会的行動が行われるまでの内的プロセスの中の

動機づけの段階に対応するものである。３つ目は「向社会的行動ができる」であり，向社会的行動が行われるま

での内的プロセスの中の行動の段階に対応するものである（Figure１）。これらの中位目標はそれぞれ個別のもの

として扱われるが，向社会的行動が行われる際の内的プロセスの各段階に対応するものであることから，それら

は独立したものではなく前段階を踏まえての次段階となる。例えば２つ目の中位目標として感情喚起が設定され

ているが，このときに独立して感情喚起のみを扱うのではなく，１つ目の中位目標である認知や判断を踏まえて

の感情喚起であり，なおかつその感情喚起は３つ目の中位目標である行動に結びつくものである必要がある。こ

のように３つの中位目標は互いに関連しながら上位目標の達成に寄与するものとなる。

なお，向社会的行動を動機づける要因の１つとして重視されてきたものに共感がある（Eisenberg,１９８６; Eis-

enberg & Mussen,１９８９; Eisenberg, Fabes, & Spinrad, ２００６; 浜崎，１９９１；Hoffman, ２００１; Krebs & Van

Hesteren,１９９４; 首藤，１９９４；Underwood & Moore，１９８２）。共感は感情的側面のみを取り上げて定義されるこ

とも多かったが，近年では多くの研究において役割取得等の認知的側面と感情的側面の両側面から捉えられてい

る（Feshbach,１９７５,１９７８,１９８２; Hoffman,１９７５；鈴木・木野・出口・遠山・出口・伊田・大谷・谷口・野田，

２０００）。また，共感の感情的側面には�並行的感情反応である「共感（エンパシー）あるいは感情的感染」（empa-

thy/emotional contagion），�他者指向的反応である「同情（シンパシー）」（sympathy），�「個人的苦痛」（per-

sonal distress）の３つのタイプがある（Eisenberg & Miller,１９８７）とされる。このことから，広義には認知的

側面をも含む共感であるが感情的側面だけを表すこともあり，さらには同情や個人的苦痛と区別するものとして

共感という語が用いられることもある。これ以降本論文では並行的感情反応を表すものとしてエンパシーを用

い，認知的側面と感情的側面の両側面を含むものとしては共感的反応という語を用いる（Figure２）。また，本論
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文では感情という語に情動を含めて用いる。

共感的反応をこのように広義に捉えた場合，中位目標のうち１つ目と２つ目はともに共感的反応に関連する目

標であるといえる。しかしながら，認知的側面と感情的側面とを含む概念として共感的反応を考える場合におい

ても，認知的側面については共感的反応が起こるメカニズムにおける過程であり，感情的側面は個人の内的結果

であると整理される（Davis,１９９４）。このプロセスは，向社会的行動が行われるまでの内的プロセスとも一致す

るものであり，認知的側面を第１の中位目標に，感情的側面を第２の中位目標におくことの妥当性を保証する。

以降，表６－１に示した「向社会性の育成」における教育目標の構成について，下位目標，操作目標も含めて

詳述する。

� 各中位目標と上位目標との関係

各中位目標および，中位目標と上位目標との関係について論じる際，向社会的行動の生起モデルの中でも，向

社会的行動に関連するほとんどの要因を組み入れているとされる（菊池，１９９８）Eisenberg（１９８６）のモデルを

参考にする。

（ a）中位目標�「向社会的行動を行う上で必要な認知や判断を行うことができる」
Eisenberg（１９８６）のモデルにおける第１の段階は，向社会的道徳判断などの社会認知的発達の段階，親子関

係やモデリングなどの社会化経験，他者への好意や関心，役割取得能力といった個人特性，被援助者の同定，問

題場面の特徴といった要因が考慮されている。このうち親子関係は，トップ・セルフが学校で児童生徒を対象に

行う教育であることから教育目標になりにくい。また，被援助者に関わる要因については援助者に帰属しない要

因であるため，直接的な教育目標とはなりにくい。しかしながら，被援助者に関わる要因については多分に援助

者側の認知によって捉え方が異なると考えられるため，後述するように，間接的な教育目標となる。さらに，問

題場面の特徴は援助者に帰属しない要因であるものの，前項と同様，多分に援助者の認知によって捉え方が異な

るものである。これについても以降に詳述する。残る要因として，向社会的道徳判断，役割取得がここでの教育

目標となると考えられる。これらを包括した目標として，第１の中位目標は「向社会的行動を行う上で必要な認

知や判断を行うことができる」とされた。

（ b）中位目標�「他者の感情や外的状況を認識し，向社会的行動につながるような感情が喚起される」
Eisenberg（１９８６）のモデルにおける第２の段階は，相手への共感や同情など，共感的反応の感情的側面，自

尊心や自身の援助能力の同定などの評価的側面，援助を要するようになった原因の帰属や援助時のコストの見積

もりといった認知的側面という３つの要因が関連する（杉村，２００９）。このうち自尊心等の自己に関する評価的

側面については構成上位目標「自己信頼心（自信）の育成」で扱うため，ここでは扱わない。次に，原因の帰属

やコストの見積もりについて考えると，向社会的行動が動機づけられるのは，援助を要するようになった原因が

被援助者以外に帰属され，コストが低いと認知されるときである。このことから，単純に考えると，原因の帰属

が被援助者以外になるように促し，かつコストを低く認知させることが向社会的行動を促進する上で有効である

と考えられる。しかしながら，そのことは事態に対する正確な認知を歪めることにもなりかねず，教育目標とし

ては適さない場合もあるので，ここでは感情的側面の方に重点を置くこととする。一方，共感的反応の感情的側

面については向社会的行動と関連することが多くの研究で指摘されており（Barnett, Howard, Melton & Dino,

１９８２; Bucklay, Siegel & Ness,１９７９; Eisenberg & Miller,１９８７; Eisenberg, Shell, Pasternack, Lennon, Beller

& Mathy,１９８７; Krebs,１９７５; Liebhart, １９７２），共感的反応の感情的側面を促すことで向社会的行動の生起が

高まることも明らかにされている（Coke, Batson & McDavis, １９７８; Krebs, １９７５）。これらのことより，第２

の中位目標は動機づけ段階の中から感情的側面を取り上げ，「他者の感情や外的状況を認識し，向社会的行動に

つながるような感情が喚起される」とされた。

（ c）中位目標�「向社会的行動ができる」
中位目標の�，�の目標が達成されている場合，向社会的行動が望まれる事態において向社会的行動を行おう

という意図をもつと考えられることから，Eisenberg（１９８６）のモデルの第３の段階である意図と行動のつなが

りが最終目標となる。Eisenbergのモデルには援助行動の実行自体や事後評価も含まれるが，実行自体やそれ以

降の要因は本教育の結果であると考えられるため，ここでは直接的に意図と行動のつながりに関連する実行前の
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下位目標
１．表情等の直接的表出や外的状況からの推論によって，他者の考えや感情を認識することができる。
２．他者の立場に立ち，考えや感情を推論することができる。
３．人の行動の判断基準として，複数の領域があることを知り，それらが拮抗する状況においても向社会的行動につな
がる判断を行うことができる。

下位目標
４．他者の感情を認識し，同様の感情が喚起される。
５．他者の感情を認識し，他者指向的な感情が喚起される。

要因を扱い，向社会的行動を行おうという意図が行動に結びつくことを目標とする。

Eisenbergのモデルにおける実行前の要因としては，援助に必要な技能，自己効力感，自己調整力，実行方略

の知識が含まれる。これらはすべていわゆる“実行力”であると考えることができる。向社会的行動を行おうと

いう意図が行動に結びつくためには，この実行力のほかに行動の抑制要因について扱う必要がある。

先述の通り Eisenbergのモデルでは抑制要因に関わる問題場面の特徴が注意の段階に配されている。また，高

木（１９９７）のモデルでは援助の意思決定（動機づけ）段階において抑制要因に関連する責任の所在の検討が行わ

れるとされている。これらのことから，抑制要因の排除は中位目標�や�に含まれることも考えられるが，中位
目標�や�とはその性格が異なることや抑制要因が意図と行動のつながりを阻害する要因であると考えられるこ
とから中位目標�に包括された。以上より，第３の中位目標は「向社会的行動ができる」とされた。

３．中位目標と下位目標

� 各中位目標を構成する下位目標

（ a）中位目標�の下位目標

上述の通り，中位目標�では向社会的道徳判断と役割取得が主な教育目標となり，下位目標として，１，２に
役割取得に関する目標，３に向社会的道徳判断に関する目標がそれぞれ設定された。

向社会的行動と共感的反応の認知的側面である役割取得，ならびに同義であるとされる（Selman,１９８０）社会

的視点取得との関連については早くから検討が行われてきており，向社会的行動を動機づける認知要因として，

その有効性が実証されてきた（Buckley et al.,１９７９; Iannotti,１９７８; Hudson, Forman, & Brion−Meisels,１９８２;

Froming, Allen, & Jensen, １９８５; Krebs & Sturrup, １９７４）。なお，役割取得は中位目標�に設定される共感
的反応の感情的側面の先行条件であるとされる（Krebs, １９７５; Stotland, １９６９; 登張・大山・木村，２０１０）こ

とから，１，２の下位目標は中位目標�を達成するうえでも重要な要因であるといえる。
Feshbach（１９８７）は，共感的反応の感情的側面が起こる要因について，�他者の感情についての手掛かりを

識別する能力，�他者の視点と役割を推測する，成熟した認知能力，�感情的反応性の３要因を挙げている。こ
こではこれらの要因に対応する教育目標を設定し共感反応を促すことで，上位の目標の達成に資する必要があ

る。�については，中位目標�において扱うため，中位目標�の下位目標として�，�に対応する目標が設定さ
れた。さらに，向社会的道徳判断に関する目標を加えた３つが中位目標�における下位目標となる。
向社会的道徳判断（prosocial moral reasoning）とは，Kohlberg（１９６９）の提唱した禁止に向かう側面の道徳

判断に対して，ポジティブな側面についての道徳判断であり（Eisenberg−Berg,１９７９），向社会的行動を行う際

の道徳判断である。Carlo, Koller, Eisenberg, Da Silva, & Frohlich（１９９６）の研究では向社会的道徳判断の発

達と向社会的行動との関連が示されており，ここでは共感的反応に関する目標に加えて，向社会的道徳判断に関

する目標が下位目標３に設定された。

（ b）中位目標�の下位目標

ここでは，向社会的行動の生起に大きな影響を与えるとされる共感的反応の感情的側面が目標として設定され

た。共感的反応は向社会的行動の動機づけ要因として多くの研究者に重視されてきており（Underwood &
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下位目標
６．向社会的行動にはどのようなものがあるのかを知り，その行動を実行することができる。
７．向社会的行動を抑制する条件が存在する場面であっても，向社会的行動を実行することができる。

Moore, １９８２; Eisenberg, １９８６; Eisenberg & Mussen, １９８９; 浜崎，１９９１；首藤，１９９４），共感的反応の感情

的側面が向社会的行動を喚起する要因であることは数多くの研究で実証されている（Barnett et al.,１９８２;

Bucklay et al.,１９７９; Eisenberg & Miller,１９８７; Eisenberg et al.,１９８７; Krebs,１９７５; Liebhart,１９７２）。

上述したように，共感的反応の感情的側面は，�エンパシー，�シンパシー，�個人的苦痛の３つのタイプに
分類できる（Eisenberg & Miller,１９８７）。これらはいずれも向社会的行動につながるものであるとされている

が，個人的苦痛が喚起された場合，向社会的行動の動機づけが苦痛の回避におかれるため，援助よりも逃避が容

易な場合は，向社会的行動にはつながらないとされる（Toi & Batson,１９８２）。このため，ここでは個人的苦痛

を感じることなくエンパシーとシンパシーが喚起されることが目標とされた。

（ c）中位目標�の下位目標

上述のように，中位目標�では意図と行動のつながりを目標としている。ここではその下位目標として，意図
と行動のつながりに関する促進要因と抑制要因に対応する２つの目標が設定された。促進要因に対応する目標と

しては，行動方略の知識とその方略が実行できるスキルの習得が設定された。

一方，向社会的行動の抑制要因としては，傍観者効果（bystander effect）が知られている。傍観者効果をは

じめとする抑制要因の影響をできるだけ弱めることが２つめの目標とされた。

� 各下位目標と中位目標の関係

（ a）中位目標�の下位目標
（�）下位目標１「表情等の直接的表出や外的状況からの推論によって，他者の考えや感情を認識することがで
きる」

上述のように，Feshbach（１９８７）は共感的反応の感情的側面が起こる要因について，感情反応の他に，他者

の感情についての手掛かりを識別する能力と他者の視点と役割を推測する，成熟した認知能力を挙げている。そ

のうち，下位目標１では他者の感情についての手掛かりを識別する能力が取り上げられた。これは共感的反応を

支える最も基本的な認知能力であるとされるため（関，１９９１），中位目標	における感情反応へとつながる一連
の共感的反応の流れの中で最初の下位目標とされた。

（
）下位目標２「他者の立場に立ち，考えや感情を推論することができる」
次に，Feshbach（１９８７）のいう他者の視点と役割を推測する，成熟した認知能力に対応する下位目標２が設

定された。役割取得を状況に対する役割取得と感情に対する役割取得に分類し，向社会的行動との関連を検討し

た Iannotti（１９８５）によると，状況に対する役割取得ではなく，感情に対する役割取得が向社会的行動と関連す

るとされていることから，特に考えや感情に対する役割取得を中心として目標が設定された。

（�）下位目標３「人の行動の判断基準として，複数の領域があることを知り，それらが拮抗する状況において
も向社会的行動につながる判断を行うことができる」

向社会的道徳判断について Eisenberg（１９８２）はその発達レベルを規定し，高いレベルであるほど多様な要因

を考慮し判断していることが示されている。また，Eisenberg（１９８３）によると，より高いレベルでの判断を行

っている者ほど，援助を行うかどうかについて判断する際の基準に被援助者の特性を用いる頻度が少なく，一貫

して向社会的行動を行うことが示されている。このことは，向社会的行動に関する内的プロセスの第１段階に影

響を与える被援助者に関わる要因について，向社会的道徳判断のレベルを向上させることでその影響を弱めるこ

とができるということを示唆する。この点において，向社会的道徳判断のレベルの向上が下位目標として設定さ

れることの妥当性を保証するものであるといえよう。

（ b）中位目標	の下位目標（下位目標４「他者の感情を認識し，同様の感情が喚起される」，下位目標５「他
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者の感情を認識し，他者指向的な感情が喚起される」）

上述のように，共感研究においては共感的反応を認知的側面と感情的側面に区別し，さらに感情的側面をエン

パシー，シンパシー，個人的苦痛の３つに区別してきた。一方，向社会的行動に関する研究では，共感的反応の

認知的側面である役割取得が感情的側面と同様に一連の共感的反応の一部であると捉えられる前から，共感的反

応の両側面が向社会的行動とどのように関連するのかについて研究が行われてきた。このことについて Coke et

al.,（１９７８）は，認知的側面と感情的側面の両要因を考慮した二段階モデルを提案している。このモデルでは，

第一段階において役割取得が共感的反応の感情的側面を促進し，第二段階において共感的反応の感情的側面が援

助行動を促進することを想定しており，Staub（１９７１）の言うように，役割取得は直接的に行動を促進するので

はなく，向社会的行動を動機づける感情の先行条件であるとされる。

実際にそれまでにも実験的方法（Stotland,１９６９; Krebs,１９７５）によって，役割取得が共感としてラベリング

される感情喚起を高めることが示されている。また，第二段階に関連して Harris & Huang（１９７３）は実験的方

法によって感情が向社会的行動を動機づけることの実証を試みている。この実験では他者の苦しみを見ることで

喚起された感情が，騒音によって引き起こされたものであると誤った帰属を行うように操作された者はそうでな

い者よりも向社会的行動を示さなかったとされる。Gertner & Dovidio（１９７７）は，感情喚起が薬によるもので

あると操作することによって同様の結果を得ており，さらに Sterling & Gaertner（１９８４）においては，腕立て

伏せによる生理的喚起を事故の話を聞いたことによる喚起であると帰属させ，向社会的行動の増加という結果を

得ている。これらの結果は，他者の苦しみを見ることによって喚起されたと帰属された感情が向社会的行動を促

進することを示しているが，他者の苦しみを見ることによって喚起された感情がどのような感情であるかは厳密

に特定されていない。このことから，これらの結果だけでは第二段階の過程を裏付けるものとはならないが，Coke

et al.（１９７８）は喚起された感情を質問紙によって特定することで，実際にシンパシーが向社会的行動を動機づ

けることを明らかにしている。この際，Cokeらは喚起された感情をシンパシーと個人的苦痛とに区別し，向社

会的行動を動機づけるものが個人的苦痛ではなくシンパシーであることも示している。一方で，ここではエンパ

シーについては扱われていない。

このように向社会的行動に関する研究では，役割取得と共感的反応の感情的側面との関連や，共感的反応の感

情的側面と向社会的行動との関連が明らかにされているが，そこで扱われている共感的反応の感情的側面は，共

感研究でいうところのシンパシーであることが多く，エンパシーと向社会的行動との関連を検討したものはほと

んどみられない。しかしながら，数少ない研究においては，共感研究でエンパシーがシンパシーに影響すること

が示されているように（登張他，２０１０），エンパシーがシンパシーに影響し，さらにシンパシーが向社会的行動

に影響することが明らかにされている（植村・萩原・及川・大内・葉山・鈴木・倉住・櫻井，２００８）。また，向

社会的行動との関連を扱ったものではないが，共感的反応の感情的側面をエンパシー，シンパシー，個人的苦痛

に分けて捉えた上で関係性攻撃傾向との関連を検討した研究（勝間，２００９）では，エンパシー，シンパシー，個

人的苦痛が関係性攻撃傾向とそれぞれ異なった関連を示しており，それらは他の心理的変数との関連においてそ

れぞれ異なった様相を示す可能性を示唆している。これらのことから，ここでは共感的反応の感情的側面をエン

パシーとシンパシーに区別したうえで，下位目標４でエンパシーの喚起が，下位目標５でシンパシーの喚起が設

定された。

（ c）中位目標�の下位目標
（�）下位目標６「社会的行動にはどのようなものがあるのかを知り，その行動を実行することができる」

Midlarsky（１９６８）が，援助に必要な知識を有していることが援助行動を増加させることを示唆しているよう

に，援助の意図を持っていても，その意図を示す手段がなければ向社会的行動が行われないであろう。また，Shot-

land & Heinold（１９８５）の研究では，援助に関する専門知識の有無は援助するかどうかの決定には影響してい

ないが，援助方法の決定に影響していることが示されている。この研究では動脈出血という緊急性の高い事態が

扱われていたため，援助するかどうかの決定に専門知識の有無が影響していなかったと考えられるが，一方で効

果的な援助方法の選択に影響していたことから，実際に行動が行われる場合においても向社会的行動の実行方略

についての知識を有していることが効果的な援助に結びつくといえる。このことから，下位目標６では知識の習

得とその実行が目標とされた。

（�）下位目標７「向社会的行動を抑制する条件が存在する場面であっても，向社会的行動を実行することがで
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操作目標
a．他者の表出された感情を認識することができる。
b．他者のおかれた外的状況を認識し，考えや感情を推論することができる。

操作目標
c．自己と他者の状況や考え，感情の違いを認識することができる。
d．他者の立場に立ち，その考えや感情を推論することができる。

きる」

上述のように向社会的行動の抑制要因としては，傍観者効果（bystander effect）が挙げられる。傍観者効果

とは，人が緊急事態に遭遇した場合，そこに傍観者が存在することによって，援助を行う可能性が減少するとい

う現象を指す（Darley & Latane, １９６８; Latane & Darley, １９６８, １９７０; Latane & Nida, １９８１）。先述の通り

Latane & Darley（１９７０）は，事態に遭遇した人が被害者を援助する際には，�危機的な状況に気づき，�その
状況を緊急事態であると解釈し，�責任感を持ち，�成功するために必要なスキルを持っていると信じ，�助け
るという決定を行うという５つのステップが必要であると仮定しており，またこの流れを妨げるものとして３つ

の心理的作用を挙げている。１つめは責任の分散（defusion of responsibility）であり，周囲の人の人数によっ

て援助の責任が主観的に減少してしまう傾向のことをいう。２つめは評価懸念（evaluation apprehensive）であ

り，公に行動することで他者から評価されることを恐れることをいう。これはつまり，誤った行動や不適切な行

動をしてしまうことを恐れるということである。３つめは多数の無知（pluralistic ignorance）であり，その場

に居合わせた各々が，実際には援助を行うかどうかを迷って行動をしていないにもかかわらず，自分以外の他者

は援助を行わないという明確な意思に基づいて行動していると認知することによって，目の前の事態は援助を行

うべき事態ではないという解釈に至ることをいう。

これらの抑制要因の影響を弱めることは，意図と行動のつながりに関する障害を排し中位目標�に資すると考
えられることから，抑制要因の影響をできるだけ受けずに向社会的行動を実行することが目標とされた。

４．下位目標と操作目標

（１）下位目標１を構成する操作目標と両目標の関係

澤田（１９９２）は共感性の基盤として他者の感情の認識を挙げている。このため，aでは中位目標�，	を通し
た目標となる共感性の基盤となる感情の認識が目標とされた。aでは他者が明確に示した表情等の情報から他者

の感情を認識することを目標とするのに対して，bでは他者から直接示される情報ではなく，他者の周囲の状況

から感情を類推することが目標とされた。

これらは他者の感情の認識を目標としており，役割取得のように他者の立場に立つということを求めるもので

はない。しかしながら，上述したように，感情の認識は共感性の基礎となるものである。その意味において，中

位目標�および	を支える基礎の部分であるといえよう。

（２）下位目標２を構成する操作目標と両目標の関係

人は発達につれて自己と他者の感情や考えの違いを認識できるようになり，一般的には概ね２～３歳の段階で

自己と他者の考えや感情の違いを認識できるようになる（Hoffman, １９７９, １９８２）。しかしながら，このように自

己と他者の考えや感情の違いを認識する能力が発達した後においても，人はしばしば自己と他者の状況や考え，

感情が同じであると誤って認識することがある。自分には容易な課題や困難でない事態であっても他者にとって

は容易でない，困難であるという場合は多々あると考えられるが，そのような認識がうまくできない場合，他者

の困難を認識できず，援助を必要としている考えや感情を類推することができないこととなる。このため，cに

おける自己と他者の違いの認識は dにおいて明示される役割取得の目標を達成するための基礎となっていると

いえよう。dでは a～cまでの目標達成に基づき，向社会的行動の重要な基盤となる役割取得が明確に目標とさ

れた。
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操作目標
e．人の行動の判断基準として，複数の領域（道徳，慣習，個人）があることを知る。
f ．向社会性に関する問題について複数の判断基準が拮抗した状況においても，多様な観点を考慮した上で判断を行う
ことができる。

操作目標
g．他者の表出された感情や外的状況を認識し，他者が持つであろう感情と同様の感情が喚起される。
h．他者の表出された感情や外的状況を認識しその立場に立つことで，個人的苦痛を伴わずに他者が持つであろう感情
と同様の感情が喚起される。

操作目標
i ．他者の表出された感情や外的状況から導かれる他者指向的な感情（同情）を知る。
j ．他者の表出された感情や外的状況から導かれる他者指向的な感情（同情）が喚起される。

（３）下位目標３を構成する操作目標と両目標の関係

先述のように向社会的道徳判断については高いレベルでの判断を示す者ほど，一貫して向社会的行動を行う傾

向が高かった（Eisenberg,１９８３）。このため，fでは向社会的道徳判断の発達を目標とする。しかしながら，向

社会的道徳判断の発達では目標の抽象度が高いため，より具体的な目標として多様な観点の考慮が設定された。

fの目標の達成に関連して，多様な観点から判断を行うための判断材料として，社会的領域理論（Turiel,１９８３,

１９９８; Laupa & Turiel,１９９５）における３つの社会的知識である道徳（moral），慣習（convention），個人（per-

sonal）に関する知識の習得が eの目標とされた。

（４）下位目標４を構成する操作目標と両目標の関係

ここでは g，hともにエンパシーの喚起を目標としている。上述のように植村他（２００８）によると，エンパシー

がシンパシーに影響し，さらにシンパシーが向社会的行動に影響することが明らかにされていることから，ここ

での操作目標は共感的反応の感情的側面の起点であると考えられる。

同じエンパシーの喚起であっても，他者や状況から得られる情報が明確である場合は無意識的に喚起されると

考えられるが，援助を必要とする状況が明確でない場合，他者の立場に立つということがエンパシーの喚起に必

要とされることもあろう。このことから，gは他者の示す感情や他者の置かれた外的状況を認識することによっ

て自然と喚起されるエンパシーについて，hは役割取得に基づいて喚起されるエンパシーについてが目標とされ

た。

（５）下位目標５を構成する操作目標と両目標の関係

i，jともにシンパシーに関する目標である。iではシンパシーについて，その感情喚起に関する知識の習得が

目標とされた。シンパシーに関して，「心配」や「助けてあげたい」といったようなきもちは児童や生徒が日常

的に経験していると考えられる。しかしながら，そのきもちについて意識的に捉え，さらにはエンパシーとの関

係（同種のものであるが区別できる）を意識していることは少ないであろう。また，エンパシーが向社会的行動

への動機づけとなることについても，無意識的には経験していたとしても，意識されていないと考えられる。エ

ンパシーを経験したときに，それがエンパシーであり向社会的行動を動機づけるものであると意識的に捉えるこ

とで，ただエンパシーを経験するだけではなく，より明確に向社会的行動が動機づけられることが期待される。

iの目標を踏まえて，jではシンパシーの喚起が目標とされた。
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操作目標
k．身近な他者への向社会的行動を知り，実行することができる。
l ．身近でない他者への向社会的行動を知り，実行することができる。

操作目標
m．傍観者効果等による向社会的行動の抑制を減らす。
n．おかれた条件にかかわらず，向社会的行動を実行することができる。

（６）下位目標６を構成する操作目標と両目標の関係

向社会的行動の実行方略についての知識が下位目標６の内容であるが，向社会的行動の実行方略については相

手が身近な他者である場合と身近でない他者である場合で異なると考えられる。緊急性の高い事態では相手にか

かわらず同様の行動が行われると考えられるが，緊急性の低い事態では，身近な人には直接的援助を行う場合で

あっても，身近でない人に対しては間接的援助を行うこともあり得るだろう。このことから，kでは身近な他者

への向社会的行動について，lでは身近でない他者への向社会的行動について扱い，それぞれその知識の習得と

実行が目標とされた。

（７）下位目標７を構成する操作目標と両目標の関係

mでは向社会的行動の抑制要因である傍観者効果等を知り，その対処方法について検討することなどによっ

て，抑制要因の影響を弱めることが目標とされた。nでは抑制要因の影響を弱めた上で，実際に向社会的行動を

実行することが目標とされた。どちらも向社会的行動の実行に関わる目標であるが，mでは特に抑制要因を扱

っているのに対して，nではmを踏まえて抑制要因を意識するとともに，効果的な行動方略について知り実行

することを含む目標となっている。

５．目標の学年差

（１）学年差を規定する目標の違い

これまで１４の操作目標が設定されたが，表６－１に示すようにすべての学年ですべての操作目標に関する授業

が行われるわけではない。学年が上がるにつれてより高次なレベルの目標に関する授業が行われることとなる。

しかしながら，２で記したように向社会性の育成という上位目標の下に配される中位目標３つは，向社会的行動

が行われる際の流れに沿ったものであり，中位目標のそれぞれは注意，動機づけ，行動に対応するものである。

また，それらは独立のものではなく，中位目標�を基盤として中位目標�があり，中位目標�と�を基盤として
中位目標�があることも先述の通りである。このことから，学年差を規定する際にも，３つの中位目標のそれぞ
れに関する操作目標がどの学年においても必ず含まれるように考慮された。また，中位目標�の中核をなす目標
である役割取得に関する dについては，どの学年においても扱うように規定された。これらの規定方法によっ

て，最初の目標である aと最後の目標である nについては全学年を通して１回しか扱われないものの，そのほ

かの目標については２～５回反復して扱われることとなった。なお，同じ目標を反復して扱う場合であっても，

前学年より発展的な内容であったり，当該学年に適した内容に変更されていたりというように，教材や授業内容

は学年によって異なるものとなる。

（２）各学年の目標

（ a）小学校第３学年

小学校第３学年では，中位目標�に含まれる操作目標である a，b，c，d，中位目標�に含まれる操作目標で
ある g，h，中位目標�に含まれる操作目標である kを扱う。１回の授業に対し１つの目標が対応する。ここで

は下位目標３，５，７に含まれる操作目標は扱われない。特に，向社会的行動が行われるまでの内的プロセスに

おける注意の段階に対応する操作目標が重点的に扱われる。

石 本 雄 真・勝 間 理 沙・山 崎 勝 之

―３０５―



（ b）小学校第４学年

小学校第４学年では，中位目標�に含まれる操作目標である b，c，d，e，中位目標�に含まれる操作目標で
ある g，h，中位目標�に含まれる操作目標である k，lを扱う。なお，gと hは第３学年で扱われていることも

踏まえ，第４学年においては１回の授業において両者を扱う。ここでは下位目標５，７に含まれる操作目標は扱

われない。

（ c）小学校第５学年

小学校第５学年では，中位目標�に含まれる操作目標である c，d，e，中位目標�に含まれる操作目標である
g，h，i，中位目標�に含まれる操作目標である k，l，mを扱う。なお，gと hは第４学年と同様，１回の授業

において両者を扱う。kと lについても，第４学年で扱っていることを踏まえて，１回の授業で両者を扱う。こ

こでは下位目標１に含まれる操作目標は扱われない。特に，向社会的行動が行われるまでの内的プロセスにおけ

る行動の段階に対応する操作目標が，第３学年，第４学年よりも比較的重点的に扱われる。

（ d）小学校第６学年

小学校第６学年では，中位目標�に含まれる操作目標である d，e，f，中位目標�に含まれる操作目標である
h，i，j，中位目標�に含まれる操作目標である k，l，mを扱う。なお，eと fは第４学年および第５学年におい

て eを扱っていることも踏まえて，１回の授業で両者を扱う。kと lについても，第５学年と同様，１回の授業

において両者を扱う。ここでは下位目標１に含まれる操作目標は扱われない。特に，向社会的行動が行われるま

での内的プロセスにおける行動の段階に対応する操作目標が重点的に扱われる。

（ e）中学校第１学年

中学校第１学年では，中位目標�に含まれる操作目標である d，e，f，中位目標�に含まれる操作目標である
h，j，中位目標�に含まれる操作目標である k，l，m，nを扱う。なお，eと fおよび，kと lについては小学校

第６学年と同様，それぞれ１回の授業で両者を扱う。ここでは下位目標１に含まれる操作目標は扱われない。中

学校第１学年で扱われる目標は小学校第６学年で扱われる目標とほぼ同じであるが，これは小学校から中学校へ

と環境が変化するため，復習としての観点が重視されたことによる。小学校第６学年と同様，特に向社会的行動

が行われるまでの内的プロセスにおける行動の段階に対応する操作目標が重点的に扱われる。
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TOP SELF, that is, Trial of Prevention School Education for Life and Friendship, has been introduced

in Yamasaki, Sasaki, Uchida, Katsuma, & Matsumoto（２０１１）. The aim of the present paper is to describe

how the program purposes have been developed and constructed in order to cultivate prosociality among

children. Firstly, the purposes of education to cultivate prosociality among children are explained. Secondly,

the construction of hierarchical purposes which is determined on the basis of literature review is illustrated.

The construction of the purposes includes constituent, intermediate, subordinate and operational pur-

poses. The higher−order purposes contribute to the realization of primary purposes, whereas operational

purposes directly relate to the effectuation of education methods. Those purpose are derived from evidence

−based outcomes in the literature.
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